
(単位：千円)

流動資産 流動負債 64,261

　　普通預金 394,921 　　買掛金 10,294

　　売掛金 76,937 　　未払金 8,970

　　仕掛品 6,423 　　未払費用 4,517

　　前払費用 7,132 　　前受収益 2,016

　　前払消費税 4,647 　　預り金 4,150

　　仮払金 1,773 　　未払法人税等 12,401

固定資産 525,667 　　未払消費税 8,944

有形固定資産 5,637 　　賞与引当金 12,965

　　建物 1,504 固定負債 24,825

　　工具器具備品 28,370 　　退職給付引当金 24,825

　　建物減価償却累計額 -37 　　固定負債合計 24,825

　　工具器具備品減価償却 -24,199 負 債 合 計 89,087

無形固定資産 14,023

　　電話加入権 1,157 株主資本 436,579

　　自社利用SW 2,626 　資本金 350,000

　　市場販売SW 10,239 　資本剰余金 50,000

投資その他の資産 14,171 　　資本準備金 50,000

　　差入保証金 1,413 　利益剰余金 36,579

　　繰延税金資産 12,758 　　利益準備金 8,750

       その他利益剰余金 27,829

純 資 産 合 計 436,579

資 産 合 計 525,667 負 債 純 資 産 合 計 525,667

負 債 の 部資 産 の 部

純 資 産 の 部

(2023年2月28日現在)

貸借対照表
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個別注記表 

 

  

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法   

① 子会社株式及び関連会社株式   移動平均法による原価法を採用しております。 

    

② その他有価証券   

時価のあるもの   決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

    

時価のないもの   移動平均法に基づく原価法を採用しております。 

    

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

仕掛品   個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。 

    

(3) 固定資産の減価償却の方法   

① 有形固定資産   定率法を採用しております。ただし、平成28年4月1日以後に取得した建物附属設

備及び構築物については、定額法を採用しております。 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

   工具、器具及び備品 ２～20年 

    

② 無形固定資産   定額法を採用しております。 

    なお、市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売数量または見込販売収

益に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）に基づく均等配分額とを比較し、い

ずれか大きい額を計上する方法を採用しております。 

    自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に

基づく定額法を採用しております。 

    

    
(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

    

(5) 引当金の計上基準   

イ 貸倒引当金   債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

  

ロ 賞与引当金  従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込み額の当事業年度

額を計上しております。 

    

ハ 受注損失引当金   受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において損失が見込ま

れ、かつその金額を合理的に見積ることが可能なものについては、損失見込額を

引当計上しております。 

 なお、当事業年度末においては、引当金の計上はありません。 

    二 退職給付引当金   退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた感便

法を適用しております。 

  

(6) 収益及び費用の計上基準 

  受注制作のソフトウエアに係る収益及び費用の計上基準  

 イ 当事業年度末までの進捗部分 

   について成果の確実性が認め 

   られる契約 

  

 ロ その他契約  

  

 進行基準 

 （契約の進捗率の見積りは原価比例法）   

  

  

 完成基準  

      
 

(7) その他計算書類作成のための基本となる事項 

 消費税等の会計処理   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
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２．当期純利益金額 

      60,922千円 
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